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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第56期
第３四半期
累計期間

第57期
第３四半期
累計期間

第56期
第３四半期
会計期間

第57期
第３四半期
会計期間

第56期

会計期間

自平成21年
７月１日
至平成22年
３月31日

自平成22年
７月１日
至平成23年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成23年
１月１日
至平成23年
３月31日

自平成21年
７月１日
至平成22年
６月30日

売上高（千円） 3,927,0723,883,8691,515,1291,167,1965,116,980

経常利益（千円） 114,352 36,674 38,355 9,270 95,150

四半期（当期）純利益（千円） 135,700 35,914 36,341 7,697 111,782

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 849,500 849,500 849,500

発行済株式総数（千株） － － 6,860 6,860 6,860

純資産額（千円） － － 2,575,3252,558,4772,545,946

総資産額（千円） － － 4,310,3604,072,3043,376,141

１株当たり純資産額（円） － － 375.41 373.06 371.18

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
19.78 5.24 5.30 1.12 16.29

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － 4.00

自己資本比率（％） － － 59.7 62.8 75.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△462,752△358,919 － － △209,500

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
36,908 △11,572 － － 36,338

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
679,133 671,189 － － △21,441

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,140,325993,128 692,431

従業員数（人） － － 73 74 73

（注）　１.当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

      　２.売上高には、消費税等は含んでおりません。

 　　　 ３.潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

　　　　４.持分法を適用した場合の投資損益については、関連会社がないため記載しておりません。 
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２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。　

 

 

 

 

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

 

 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 74 (10)

　  （注）   従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。
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第２【事業の状況】

１【受注高及び完成工事高の状況】

(1）建設事業

　①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高　

項目 報告セグメント
前期繰越工事高
（千円）

期中受注工事高
（千円）

計
（千円）

当期完成工事高
（千円）

次期繰越工事高
（千円）

前第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

土木部門 2,045,630 565,028 2,610,659 930,006 1,680,653

建築部門 1,434,533 552,620 1,987,154 585,123 1,402,030

計 3,480,1641,117,6494,597,8131,515,1293,082,684

当第３四半期会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

土木部門 1,192,430 904,660 2,097,090 757,932 1,339,158

建築部門 631,474 76,147 707,622 409,264 298,357

計 1,823,904 980,808 2,804,7131,167,1961,637,516

　（注） 　前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に増減のあるものについては、期中受注工事高にその増

減額を含みます。したがって、当期完成工事高にもかかる増減額が含まれます。

　②　完成工事高

期別 報告セグメント 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円）

前第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

土木部門 530,135 399,870 930,006

建築部門 94,964 490,159 585,123

計 625,100 890,029 1,515,129

当第３四半期会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

土木部門 271,379 486,552 757,932

建築部門 53,349 355,914 409,264

計 324,729 842,466 1,167,196

  前第３四半期会計期間に完成した工事のうち請負金額１億円以上の主なもの

発注者 工事名 完成年月

有限会社エーヌ （仮称）アートホテル長浜新築工事 平成22年１月

大津市 伊香立汚水幹線（第１工区）管渠築造工事　 平成22年３月

近畿地方整備局 志賀ＢＰ北比良高架橋ＰＣ橋下部工事  平成22年３月 

　

  当第３四半期会計期間に完成した工事のうち請負金額１億円以上の主なもの

　　　　　該当事項はありません。

　

　③　手持工事高

 　 前第３四半期会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）　

 (平成22年３月31日現在）

報告セグメント 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円）

土木部門 1,132,501 548,152 1,680,653

建築部門 434,267 967,762 1,402,030

計 1,566,769 1,515,914 3,082,684
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       手持工事のうち請負金額１億円以上の主なもの 

発注者 工事名 完成予定

栗東市 栗東西中学校増築・耐震補強等工事（建築工事） 平成23年３月

滋賀県　 大津湖南幹線緊急地方道路整備工事 平成22年６月

近畿地方整備局　 新居排水門築造工事　 平成22年12月

滋賀県 大原貯水池地区　堤体改修工事  平成24年３月 

滋賀県 国道３６５号補助道路改築工事  平成25年３月 

 　 当第３四半期会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）　

 (平成23年３月31日現在）

報告セグメント 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円）

土木部門 1,105,070 234,088 1,339,158

建築部門 4,196 294,161 298,357

計 1,109,267 528,249 1,637,516

　

       手持工事のうち請負金額１億円以上の主なもの 

発注者 工事名 完成予定

滋賀県 愛東東幹線苅間２工区管渠工事 平成23年12月

滋賀県 宇治田原大石東線緊急地方道路整備工事 平成24年８月

滋賀県 大原貯水池地区　堤体改修工事  平成24年３月 

滋賀県 国道３６５号補助道路改築工事  平成25年３月 

④完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであります。  

　

前第３四半期会計期間

（自　平成22年１月１日

　  至　平成22年３月31日）　

　

滋　賀　県 　　287,505千円（19.0％）

日本国土開発㈱ 　　195,646千円（12.9％）

　

当第３四半期会計期間

（自　平成23年１月１日

　  至　平成23年３月31日）　

　

滋　賀　県 　　184,971千円（15.8％）

大鉄工業㈱ 　　148,941千円（12.8％）

　

　

(2）不動産事業

　前第３四半期会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）の売上実績　

　　　該当事項はありません。　

　

　当第３四半期会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）の売上実績　

　　　該当事項はありません。　
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２【事業等のリスク】

　当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

  

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。　

（１）　業績の状況

　当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、個人消費や雇用情勢の改善が進まない状況の下で、為替相場は円高基

調で推移する等依然として厳しい環境が続いております。

　さらに平成23年３月11日に発生した東日本大震災やその後の原発被害の影響は深刻であり、日本経済の先行きは不

透明な状況となっております。　

　一方、建設業界におきましても、公共投資・民間投資とも低い水準で推移し、厳しい環境となりました。

　このような状況の中で当社は、現場力の強化、経費削減及びリスク管理の強化を重点的に取り組みました。その結果、

当第３四半期会計期間の売上高は1,167百万円（前年同四半期比23.0％減）営業利益は7百万円（前年同四半期比

79.9％減）、経常利益は9百万円（前年同四半期比75.8％減）、四半期純利益は7百万円（前年同四半期比78.8％減）

となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

（土木部門）

　土木部門の受注工事高は、904百万円（前年同四半期比60.1％増）となり、完成工事高757百万円（前年同四半期比

18.5％減）、同利益７百万円となりました。

（建築部門）

　建築部門の受注工事高は、76百万円（前年同四半期比86.2％減）となり、完成工事高409百万円（前年同四半期比

30.1％減）、同損失0百万円となりました。

（不動産部門）

　不動産部門の売上は、ありませんでした。　

 

（２）　キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、139百万円減少し期末残高は、

993百万円となりました。当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとお

りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により使用した資金は、387百万円（前年同四半期は、72百万円の使用）となりました。これは、主として

売上債権の増加によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は、1百万円（前年同四半期は、３百万円の獲得）となりました。これは、主として無

形固定資産の取得によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により獲得した資金は、249百万円（前年同四半期は、299百万円の獲得）となりました。これは、主として

短期借入金の借入れによるものです。

 

（３）　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対応すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

（４）　研究開発活動

　当第３四半期会計期間における研究開発活動の金額は、1百万円であります。なお、当社の研究開発活動の状況に重

要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

  当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,000,000

計 22,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年５月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,860,000 同左　　

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

 （注）

計 6,860,000 同左　　 － －

(注）単元株式数は1,000株であります。

　 　　

 

（２）【新株予約権等の状況】

   該当事項はありません。

　

　

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項がありません。　

　

　

　

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

　

　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成23年１月１日～

平成23年３月31日
－ 6,860,000 － 849,500 － 625,900

　

　

（６）【大株主の状況】

  大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 
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（７）【議決権の状況】

  　　　  第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

  

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

1,000
－ 　　　　　　－　

完全議決権株式（その他）
普通株式

6,849,000
6,849 　　　　　　－

単元未満株式
普通株式

10,000
－ 　　　　　　－

発行済株式総数 6,860,000 － －

総株主の議決権 － 6,849 －

　 

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社三東工業社
滋賀県甲賀市信楽

町江田610番地
1,000 － 1,000 0.01

計 － 1,000 － 1,000 0.01

 　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
７月

８月 ９月 10月 11月 12月
平成23年
１月

２月 ３月

最高（円） 109 104 99 95 97 102 103 105 104

最低（円） 101 90 90 91 91 90 96 97 76

　（注）　最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、

それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。　

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　

　退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 環境・技術開発室室長 藤本　俊巳 平成23年２月25日
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）

に準じて記載しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21

年７月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年７月１日から平成23年３月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成22年１月１日から平成22

年３月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成

22年７月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期財務諸表について、ひかり監査法人による四半期レビューを

受けております。　

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

EDINET提出書類

株式会社三東工業社(E00259)

四半期報告書

11/25



１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成23年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 1,321,636 1,020,951

受取手形・完成工事未収入金等 1,618,834 1,125,152

有価証券 21,491 21,479

販売用不動産 358,083 464,707

その他 40,087 31,392

貸倒引当金 △34,700 △36,600

流動資産合計 3,325,432 2,627,083

固定資産

有形固定資産

土地 ※1
 250,692

※1
 250,692

その他 ※1, ※2
 302,382

※1, ※2
 307,588

有形固定資産計 553,075 558,281

無形固定資産

その他 11,952 10,660

無形固定資産計 11,952 10,660

投資その他の資産

投資有価証券 146,861 140,979

その他 234,161 238,734

貸倒引当金 △199,179 △199,598

投資その他の資産計 181,844 180,115

固定資産合計 746,871 749,057

資産合計 4,072,304 3,376,141

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 707,897 682,860

短期借入金 700,000 －

未払法人税等 6,960 10,910

未成工事受入金 35,120 31,946

完成工事補償引当金 9,500 12,300

その他 16,018 55,284

流動負債合計 1,475,497 793,303

固定負債

繰延税金負債 2,913 457

その他 35,415 36,434

固定負債合計 38,328 36,892

負債合計 1,513,826 830,195
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成23年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 849,500 849,500

資本剰余金 625,900 625,900

利益剰余金 1,076,454 1,067,975

自己株式 △205 △111

株主資本合計 2,551,648 2,543,264

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6,829 2,681

評価・換算差額等合計 6,829 2,681

純資産合計 2,558,477 2,545,946

負債純資産合計 4,072,304 3,376,141
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高

完成工事高 3,927,072 3,773,869

不動産事業等売上高 － 110,000

売上高合計 3,927,072 3,883,869

売上原価

完成工事原価 3,639,039 3,564,823

不動産事業等売上原価 － 110,000

売上原価合計 3,639,039 3,674,823

売上総利益

完成工事総利益 288,032 209,045

不動産事業等総利益 － －

売上総利益合計 288,032 209,045

販売費及び一般管理費 ※1
 182,527

※1
 182,039

営業利益 105,505 27,005

営業外収益

受取利息 674 572

受取配当金 425 441

受取賃貸料 7,644 9,787

雑収入 5,251 3,335

営業外収益合計 13,995 14,137

営業外費用

支払利息 4,630 3,384

支払保証料 517 1,084

営業外費用合計 5,147 4,468

経常利益 114,352 36,674

特別利益

受取補償金 7,000 －

固定資産売却益 28,100 477

貸倒引当金戻入額 2,642 2,318

完成工事補償引当金戻入額 － 2,800

特別利益合計 37,742 5,595

特別損失

固定資産除却損 477 －

投資有価証券評価損 10,300 720

特別損失合計 10,777 720

税引前四半期純利益 141,318 41,549

法人税等 5,618 5,634

四半期純利益 135,700 35,914
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高

完成工事高 1,515,129 1,167,196

売上高合計 1,515,129 1,167,196

売上原価

完成工事原価 1,419,911 1,097,652

売上原価合計 1,419,911 1,097,652

売上総利益

完成工事総利益 95,218 69,544

売上総利益合計 95,218 69,544

販売費及び一般管理費 ※1
 58,833

※1
 62,225

営業利益 36,385 7,318

営業外収益

受取利息 232 195

受取賃貸料 2,494 3,725

雑収入 1,995 308

営業外収益合計 4,722 4,228

営業外費用

支払利息 2,638 2,023

支払保証料 113 252

営業外費用合計 2,752 2,276

経常利益 38,355 9,270

特別利益

貸倒引当金戻入額 20 △1,789

完成工事補償引当金戻入額 － 2,800

特別利益合計 20 1,010

特別損失

固定資産除却損 172 －

投資有価証券評価損 － 720

特別損失合計 172 720

税引前四半期純利益 38,203 9,560

法人税等 1,862 1,862

四半期純利益 36,341 7,697
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 141,318 41,549

減価償却費 20,792 19,296

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,967 △2,318

受取利息及び受取配当金 △1,099 △1,014

支払利息 4,630 3,384

売上債権の増減額（△は増加） △502,131 △493,681

仕入債務の増減額（△は減少） 19,595 25,036

未成工事受入金の増減額（△は減少） △80,632 3,174

販売用不動産の増減額（△は増加） － 106,623

その他 △48,775 △47,882

小計 △452,269 △345,831

利息及び配当金の受取額 2,224 1,613

利息の支払額 △4,630 △5,116

法人税等の支払額 △8,077 △9,584

営業活動によるキャッシュ・フロー △462,752 △358,919

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △345,000 △345,000

定期預金の払戻による収入 345,000 345,000

有形固定資産の取得による支出 △715 △15,035

有形固定資産の売却による収入 35,873 3,523

無形固定資産の取得による支出 － △3,124

貸付金の回収による収入 2,737 2,809

その他 △987 253

投資活動によるキャッシュ・フロー 36,908 △11,572

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 700,000 700,000

自己株式の取得による支出 － △94

配当金の支払額 △20,462 △27,444

リース債務の返済による支出 △403 △1,271

財務活動によるキャッシュ・フロー 679,133 671,189

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 253,290 300,696

現金及び現金同等物の期首残高 887,034 692,431

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,140,325

※1
 993,128
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成23年３月31日）

１．会計処理基準に関する事項の変更 　資産除去債務に関する会計基準の適用 

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しており

ます。これによる営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響は

ありません。　

 

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成23年３月31日）

１. 一般債権の貸倒見積高の算定方法 　貸倒実績率が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前事業年度決算において算定した貸倒実績率等の合理的な基準を使

用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。

２. 完成工事に係るかし担保費用見積額

の算定方法

　補償見積率が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前事業年度決算において算定した過去の実績率等の合理的な基準を

使用して補償見積額を算定しております。

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成23年３月31日）

 税金費用の計算方法 　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示しております。

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成23年３月31日）

前事業年度末
（平成22年６月30日）

　※１　担保に供している資産 　※１　担保に供している資産

　担保に供されている資産で、事業の運営において重要なも

のであり、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認

められるものは、ございません。

　

　

土地 95,183千円

建物 101,075千円

計 196,259千円

　

 上記に対応する債務  －千円

　※２　有形固定資産の減価償却累計額 　※２　有形固定資産の減価償却累計額

 2,147,444千円  2,133,204千円

　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示してお

ります。

　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示してお

ります。
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（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成23年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。　

役員報酬 26,423千円

給料手当 60,258 

法定福利費 8,205 

修繕維持費 1,619 

通信交通費 4,548 

広告宣伝費 830 

地代家賃 10,323 

減価償却費 9,647 

租税公課 3,743 

雑費 31,805 

貸倒引当金繰入 5,600 

役員報酬 26,827千円

給料手当 64,527 

法定福利費 9,183 

修繕維持費 1,268 

通信交通費 11,155 

広告宣伝費 621 

地代家賃 8,454 

減価償却費 10,384 

租税公課 5,766 

雑費 28,151 

　      

前第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。　

役員報酬 8,632千円

給料手当 20,228 

法定福利費 3,411 

修繕維持費 270 

通信交通費 1,248 

広告宣伝費 277 

地代家賃 3,891 

減価償却費 3,328 

租税公課 1,291 

雑費 7,535 

貸倒引当金繰入 1,200 

役員報酬 9,052千円

給料手当 22,098 

法定福利費 4,298 

修繕維持費 210 

通信交通費 3,882 

広告宣伝費 147 

地代家賃 3,570 

減価償却費 3,709 

租税公課 1,845 

雑費 8,478 

　      

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成23年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在） （平成23年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,468,849千円

有価証券勘定 21,475千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金

△350,000千円

現金及び現金同等物 1,140,325千円

 

現金及び預金勘定 1,321,636千円

有価証券勘定 21,491千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金

△350,000千円

現金及び現金同等物 993,128千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年３月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成22年７月１日　至　平成23年

３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　6,860,000株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　1,950株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年9月28日

定時株主総会
普通株式 27,436 4 平成22年6月30日平成22年9月29日 利益剰余金

 

５. 株主資本の金額の著しい変動

　　該当事項はありません。

　　

（金融商品関係）

　　　　該当事項はありません。

　　

　

（有価証券関係）

　該当事項はありません。

 　

 

（デリバティブ取引関係）

　当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

   

 

（持分法損益等）

　当社は、関連会社がありませんので、持分法損益等を記載しておりません。

   

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

 　

 

（企業結合等関係）

　　　　該当事項はありません。

　　

　

（資産除去債務関係）

　　　　該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。　 

　当社は、主として公共工事を中心とした土木工事全般に関する事業と民間工事を中心とした建築工事全般

に関する事業を営んでおります。また、不動産事業は不動産の売買に関する事業を行っております。

　当社は、受注・請負体制を基礎とした事業分野別のセグメントから構成されており、一般土木、舗装、地下技

術等の「土木部門」、「建築部門」及び「不動産部門」の３つを報告セグメントとしております。

　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第３四半期累計期間（自　平成22年７月１日　　至　平成23年３月31日） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　

　

　報告セグメント　 　四半期損益計算

書計上額　土木部門 建築部門 不動産部門 計

 売上高 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 　2,182,513　1,591,356　110,000　3,883,869　3,883,869

　セグメント間の内部売

上高又は振替額
  －   －   －   －   －

　計   2,182,513  1,591,356  110,000  3,883,869  3,883,869　

　セグメント利益

（△損失）
　　  △676　   27,682　－    　27,005 　  27,005

　

　

当第３四半期会計期間（自　平成23年１月１日　　至　平成23年３月31日） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　

　

　報告セグメント　 　四半期損益計算

書計上額　土木部門 建築部門 不動産部門 計

 売上高 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 　757,932　409,264 　－ 　1,167,196　1,167,196

　セグメント間の内部売

上高又は振替額
  －   －   －   －   －

　計   757,932  409,264  －   1,167,196  1,167,196

　セグメント利益

（△損失）　
    7,742　  △424 　－     　7,318    　7,318

　

　　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）　

　セグメントの利益又は損失の金額の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。　

　　

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。

　

（追加情報）

　　　第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（賃貸等不動産関係）

　　　　該当事項はありません。　

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成23年３月31日）

前事業年度末
（平成22年６月30日）

１株当たり純資産額 373.06円 １株当たり純資産額 371.18円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 19.78円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 5.24円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 135,700 35,914

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 135,700 35,914

期中平均株式数（千株） 6,860 6,858

 

前第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 5.30円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 1.12円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 36,341 7,697

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 36,341 7,697

期中平均株式数（千株） 6,860 6,858

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

　

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年５月12日

株式会社三東工業社

取締役会　御中

ひかり監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 光田　周史　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 岩永　憲秀　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三東工業社

の平成21年７月１日から平成22年６月30日までの第56期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年１月１日から平成22年

３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三東工業社の平成22年３月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第

３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

　　　　（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

 　　 ２.四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年５月11日

株式会社三東工業社

取締役会　御中

ひかり監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 光田　周史　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 岩永　憲秀　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三東工業社

の平成22年７月１日から平成23年６月30日までの第57期事業年度の第３四半期会計期間（平成23年１月１日から平成23年

３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年７月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三東工業社の平成23年３月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第

３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

　　　　（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

 　　 ２.四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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